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事業概略書 

 

事 業 名 

 

 

高機能広汎性発達障害児者の地域移行に向けた新たな支援プログラムの開発

と実践に関する調査研究 

 

 

事 業 目 的 

 

 

対人関係障害が中心で、その他の生活障害が軽微であるという障害特性のた

め、障害者自立支援法における支援サービスだけでは地域移行が困難となっ

ている高機能および軽度知能障害の広汎性発達障害児者を対象とした、障害

特性を踏まえた効果的な地域生活移行支援プログラムの開発。 

 

事 業 概 要 

１）４類型の地域移行困難事例に対し、それぞれの特性に応じて障害者自立

支援法に規定された相談支援事業に、自宅以外の生活の場の提供、学習支援、

および精神科的治療・地域精神保健サービスといった新たな支援メニューを

組み合わせた“包括的支援プログラムパッケージ”を策定し、試行的に実践

する。 

２）全国の発達障害者支援センターを対象に、地域移行困難事例の実態と今

後開発すべき支援メニューに関する調査を行う。 

３）支援プログラム調査検討委員会を組織し、１）の実践経過、および２）

の調査結果を評価・分析検討しながら、類型毎に効果的な支援プログラムを

開発する。 

事業実施結果 

及び効果 

本事業を実践していく中で、地域移行に有効で、新たに創設すべきであると

考えられる支援サービスとしては①学習支援事業、②コミュニケーション・

サポーター派遣事業、③里親制度／共同住居利用サービス、④心理・精神療

法的支援サービス、⑤自助的支援サービス、⑥動物介在活動／音楽活動、⑦

家族支援サービスの７つであり、家族や地域の受け入れが困難な累犯障害者

や反社会的問題行動を起こした障害者等を対象に上記の包括的支援プログラ

ムを実施できる障害福祉施設「特別処遇更生プログラム拠点モデル施設（仮

称）」を都道府県１カ所ずつ設置すべきであるとの結論に至った。 

 

事 業 主 体 
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